
Ⅰ．最近の東北財務局管内の経済情勢

Ⅱ．人的資本の高度化や生産性向上に先進的に取り組む

地域企業について

令 和 ６ 年 ２ 月
東 北 財 務 局

最近の東北財務局管内の経済情勢等



前回（５年１０月判断） 今回（６年１月判断） 前回比較

総括判断 持ち直している 持ち直している

個人消費 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある

生産活動 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

※ ６年１月判断は、前回５年１０月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。

Ⅰ．最近の東北財務局管内の経済情勢

１

〔先行き〕

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。
ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなっている。
また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。
さらに、令和６年能登半島地震の経済に与える影響に十分留意する必要がある。



Ⅱ．人的資本の高度化や生産性向上に先進的に取り組む地域企業 ～ ㈱UNICONホールディングス ～

➢ 設立：2019年 ※ ホールディングスとしての本格稼働は2022年7月

➢ 資本金：5千万円

➢ 売上高：161億円（2023年6月期、連結ベース）

➢ 地域建設業の課題を乗り込えるため、得意分野（強み）
が異なる建設業同士が、地域を越えて経営統合（持株会
社を設立）、日本初の「地域連合型ゼネコン」

38

➢ 東北の域内総生産額（2020年度、名目）に占める建設業の割合は8.7％（全国5.9％）と高く、東北経済を支える産業の一つ。除雪対応や災害復旧工事など、
過疎地域等における社会インフラも支えている。

➢ 東北の建設業では人手が不足、企業からは、技術者の高齢化に加えて若手の新規採用にも苦戦し人手不足が常態化、技術者不足により受注可能な工事も断らざる
を得ずチャンスを逃しているといった声が聞かれる。当局の法人企業景気予測調査の従業員数判断（R5年12月末）において、建設業のBSI（「不足気味」超）は50.8%ptと高い。

山和建設㈱
所在：山形県小国町

設立：1977年

社員数：96名

強み：砂防工事、

高速道路工事等

㈱小野中村
所在：福島県相馬市

設立：2018年

社員数：93名

強み：河川・海岸工事等

㈱南会西部建設
コーポレーション

所在：福島県会津若松市

設立：1976年

社員数：67名

強み：浚渫・除雪工事等

設立：2014年（南会津町の3社が合併）

社員数：86名

強み：環境分野（尾瀬公園保全・管理等）

※ 南会西部建設コーポレーションの100％子会社

【地域建設業の課題】

① マーケット規模による成長性の限界

② 地域による受注の偏在 ③ 技術者不足

（出所：東北経済産業局、国土交通省）

（出所：株式会社UNICONホールディングス）

（出所：㈱UNICONホールディングス）

➢国土交通省の規制緩和（技術者の効率的な活用）をいち早く活用
・ グループ企業間で、地域の繁閑や受注案件に応じた技術者の機動的な配置を実践
→強みの異なる企業間での技術交流を促進し、技術者が新たな専門技術を習得

➢人的資本の高度化を通じたグループ企業の新分野への進出
・ グループ各企業が技術交流で他企業の強み（専門技術）を取り入れ、従来は
受注が困難であった新たな分野の工事を獲得
ex) ㈱小野中村（河川工事等に強み）が、高度な技術を要する高速道路の工事を獲得

➢ 事業承継に悩む企業や他の強みを有する企業など、加入企業を増やし、マーケットの
大きい関東圏への進出も視野

➢ 「地域連合型ゼネコン」として株式上場（2025年）を目指す

東北の建設業の現状 （出所：東北経済産業局）

株式会社UNICONホールディングス（宮城県仙台市） ～ 「地元」を大事にしている企業同士が、経営統合により、収益性・成長性の実現を目指す ～

南総建㈱
所在：福島県

南会津町

ホールディングス化による人的資本の高度化

ホールディングス化による生産性の向上

今後の展開

○ 建設工事における規制緩和（現場毎に配置する主任技術者等の在籍出向の取扱い）

【規制】 主任（監理）技術者と所属企業との間に直接的かつ恒常的な雇用関係が必要
【特例】 国交省の確認を受けた企業集団は親会社と連結子会社の間で技術者の在籍出向可

➢ グループ企業間の経営層の交流（ガバナンス体制の強化）
・ 社長（HD専任）が各企業の経営会議等に参画、グループ内で経営陣の再配置も
→ 各企業の経営管理機能や労務管理等の水準は向上

➢従業員の待遇改善（各企業のより良い仕組みを横展開）
・ 賃金の引上げ、個別工事の表彰等に伴う特別報酬支給、完全週休二日制の実現

➢優秀な人材の確保（定期的なブランディング活動・ブランド発信拠点）
・ 首都圏からのUターンや地域大手企業の技術者などからの応募が増加

２



➢ ビル空調用機器・防災機器の専門メーカー（完全受注生産）

空調用吹出口、ダンパー等を製造し、業界トップクラスのシェア

➢ 高耐火性・高耐震性の高機能防火ダンパーは、東日本大震災
を踏まえて制定された原子力発電設備での安全確保に係る新
規制基準に対応

Ⅱ．人的資本の高度化や生産性向上に先進的に取り組む地域企業 ～ ㈱アステム ～

➢ 設 立：1963年

➢ 資本金：31百万円

➢ 従業員数：105名（うち女性24名）

➢ 売上高：2,111百万円

（2023年12月期）

［社長就任当初 «1990年代後半≫］～厳しい経営環境での船出～

➢ 短納期サービス（他社が２週間程度かかるものを、原則中２日で
仕上げる）という付加価値を武器に売上を伸ばす戦略で活路

➢ 一方、多いときには1人月100時間を超える残業時間となることも

［働き方改革の実現 «2002年≫］～従業員の満足度の大切さ～

➢ 従業員へのアンケート調査（社内コミュニケーション診断）において、
大半がネガティブな回答

・ 受注や在庫の管理ができていない

・ 従業員個人の能力に頼る生産体制

・ 従業員が休暇を取得しにくい環境

（出所：㈱アステム）

シーリングディフューザー
（天井吹出口）

ユニバーサルグリル
（空調用吹出口） 高機能防火ダンパー

➢従業員の声を踏まえ、効率的な生産体制への見直しからスタート
・ 現場の整理整頓・作業時間の計測・在庫管理の徹底など、業務を効率化
・ 職人的な作業工程を中心に機械化を促進 （職人技→誰でもできる作業へ）

・ 要望に応じて、異なるサイズの商品（特型品）を納期順に１個ずつ生産（混流１個流し）

➢自社の業務にフィットしたDX化を推進
・ システム専門部署を立ち上げ、生産業務やバックオフィス業務の管理システム等を構築
→業務に合わせて、社内でソフトを開発し導入することで低コストかつ高効率化を実現

◆生産管理システム ～短納期化推進・受注機会の逸失回避～
① 進捗状況を工程ごとにバーコードで管理

② 各グループリーダーは、タブレットで生産（進捗）状況をリアルタイムに
把握 →グループ間でスタッフを補完することで工程の最適化を実現

③ バックオフィスは、パソコンで受注状況と生産（進捗）状況をリアルタイ
イムに把握 →受注等の問合せにも即答が可能

➢従業員の多能工化
・ ジョブローテーション等により、技能保有者が全工程（板金・溶接・組立・塗装等）の作業可能に

➢従業員のスキルを見える化、計画的な人材育成
・ 従業員の資格やスキルに応じたスキルマップを作成、それに沿った計画的な教育・育成を実践

➢賃金の引上げ（収益向上分は従業員に還元）
・ 足下では７％のベースアップ（賞与は年5ヶ月）を実施、次期も同程度の賃上げを検討

●短納期サービスの進展（“強み”の強化）
⇒ 中１日での納期を実現、売上高は2004年から３倍以上に増加

●従業員の満足度向上（“弱み”を“強み”へ）
⇒ 気兼ねなく休める環境を整備（誰かが休んでもカバーできるシステム）

残業時間の削減（効率的な生産体制、部門の垣根を超えた協力体制）

従業員（男性・女性）の育休取得後の復帰率は100％

株式会社アステム （宮城県蔵王町） ～ 現状維持からの打破、すべての挑戦が業界№１短納期につながる ～ （出所：㈱アステム）
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生産性の向上

人的資本の高度化

取組の成果
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地域金融機関に今求められているモノ ～ 地域で役割を果たしていくための「持続可能なビジネスモデル」の構築 ～

Ⅱ．人的資本の高度化や生産性向上に先進的に取り組む地域企業 ～ ㈱七十七銀行 ～

「変化」に応えるための 『人的資本の整備』にスポットライト

➢ 人員の増強 ～ 働き手の変化 ～

・ 地域銀行全体の新卒採用者数は減少傾向

→ 新卒採用者数の年平均減少率：10.9％/年（2018年度ー2022年度）

➢ 限りある人的資本の有効活用 ～ 業務の見直し・効率化 ～

・ 労働生産性の向上を図り、「変化への対応」に向けた質的・量的な人的資本の整備へ

➢ 経営基盤の変化 ～ 人口減少・高齢化の進展～

融資先の減少・事業承継、安定した預金確保（相続預金の流出）

➢ 収益環境の変化 ～ 長期に及ぶ低金利～

貸出金利息収入の伸び悩み、有価証券運用・フィービジネスへのシフト

➢ 社会から求められるものが変化 ～ 顧客や時代が求めるもの～

事業者支援能力、顧客本位の業務運営、マネロン、サイバーセキュリティ

➢ 経営計画 『Vision2030』 を策定（2021年4月～計画期間10年間）

➢ 長期的に目指す 「なりたい姿」

『 七十七グループは、地域社会の繁栄のため、最良のソリューションで

感動と信頼を積み重ね、ステークホルダーとともに、宮城・東北から活躍の

フィールドを切り拓いていくリーディングカンパニーを目指します 』

株式会社七十七銀行 （宮城県仙台市） ～ 地域金融機関の業務にAIを導入 ～ （出所：㈱七十七銀行）

➢ 創 業：1878年

➢ 資本金：246億円

➢ 従業員数：2,601名

➢ 預 金：89,164億円

➢ 貸出金：56,480億円 （2023年9月末）

➢ 「なりたい姿」 に向けた４つの基本戦略

1. 顧客満足度ナンバーワン戦略 コンサルティングとデジタルで感動を！

2. 生産性倍増戦略 チャネル改革と事務からの解放！

3. 地域成長戦略 地域の持続的成長を実現！

4. 企業文化改革戦略 挑戦・自信・明るさの好循環！

Let’s Try!（KPI）

・ 「本業にかかる労働生産性」を2倍にする

・ 営業店の事務量を5割削減する 等

コンサル力強化に向けた
行員の教育・再配置 等

住宅ローン審査へのAI活用（2025年1月本格導入予定） 【㈱三菱総合研究所】

本部業務の抜本的な効率化に向けた生成AIの活用 【AI inside㈱】

AIの活用
・ 東北大学との連携による人材育成
・ AIに強みを持つテック企業との提携 等

＜ AI活用にかかる直近の取組事例 ＞

七十七銀行公式キャラクター

シチシカくん

【導入背景・現状】
・ 年間10千件の住宅ローン仮審査（不動産売買契約等前段階）に対し、本審査申込に至るのは

3.5千件 → 6.5千件は本審査に至らず、AI導入による効率化の業務としてフィット

・ 17千件の仮審査データを使用しAIモデル構築、5千件の仮審査データを使用し、
AIモデルを検証 → 人の手による仮審査結果と遜色ない結果に

【効果】
・ 従来6人体制（年間約8.8千時間）→ 3人体制（年間4千時間）へ

・ 申込者への回答に要する期間は、3営業日程度 → 最短1営業日へ

○ インプット情報をもとに所定のフォーマットでアウトプットを生成
（2023年7月実証実験開始）

○ 投資信託の販売状況やリスク・リターン分布の分析に活用
（2023年11月実証実験開始）

（出所：金融庁）

・ 通達や通知文書の作成などでの活用を計画
→ 一定の成果物は得られることが確認できたが、活用に向けたさらなる検討が必要

【効果】
・ 従来分析に要していた時間の半減を目指す

加えて、様々な分野での分析業務に横展開を検討中

・ 職員が、基礎的な作業・調査・集計業務から脱却し、新たな価値を創造する仕事
に時間を振り向けることで、やりがいを持ち充実した気持ちで働ける ４



５



株式会社ヘラルボニーHP（https://www.heralbony.jp/）より引用

「ファイナンス」 令和元年10月号 P１
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